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６ その他の遵守すべき事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38 ６ その他の遵守すべき事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37

Ⅵ 本運用基準の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 Ⅵ 本運用基準の見直し・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37



Ⅶ 本運用基準の施行日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 Ⅶ 本運用基準の施行日・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・38

【別添様式】 【別添様式】
別添１ 適性評価の実施に当たってのお知らせ（告知書） ・・・40 別添１ 適性評価の実施に当たってのお知らせ（告知書） ・・・39
別添２-１ 適性評価の実施についての同意書 ・・・・・・・・・・49 別添２-１ 適性評価の実施についての同意書 ・・・・・・・・・・48
別添２-２ 公務所又は公私の団体への照会等についての同意書・ ・50 別添２-２ 公務所又は公私の団体への照会等についての同意書・ ・49
別添３ 適性評価の実施についての不同意書 ・・・・・・・・・51 別添３ 適性評価の実施についての不同意書 ・・・・・・・・・50
別添４ 適性評価の実施についての同意の取下書 ・・・・・・・52 別添４ 適性評価の実施についての同意の取下書 ・・・・・・・51
別添５ 質問票（適性評価） ・・・・・・・・・・・・・・・・53 別添５ 質問票（適性評価） ・・・・・・・・・・・・・・・・52
別添６ 調査票（適性評価） ・・・・・・・・・・・・・・・・81 別添６ 調査票（適性評価） ・・・・・・・・・・・・・・・・80
別添７ 適性評価のための照会書 ・・・・・・・・・・・・・・86 別添７ 適性評価のための照会書 ・・・・・・・・・・・・・・85
別添８ 適性評価実施担当者証 ・・・・・・・・・・・・・・・87 別添８ 適性評価実施担当者証 ・・・・・・・・・・・・・・・86
別添９-１ 適性評価結果等通知書（本人用） ・・・・・・・・・・88 別添９-１ 適性評価結果等通知書（本人用） ・・・・・・・・・・87
別添９-２ 適性評価結果等通知書（適合事業者用） ・・・・・・・91 別添９-２ 適性評価結果等通知書（適合事業者用） ・・・・・・・90
別添10 特定秘密の保護に関する誓約書 ・・・・・・・・・・・93 別添10 特定秘密の保護に関する誓約書 ・・・・・・・・・・・92
別添11 苦情処理結果通知書 ・・・・・・・・・・・・・・・・96 別添11 苦情処理結果通知書 ・・・・・・・・・・・・・・・・95

特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施 特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施
に関し統一的な運用を図るための基準 に関し統一的な運用を図るための基準

Ⅰ 基本的な考え方 Ⅰ 基本的な考え方
（略） （略）

Ⅱ 特定秘密の指定等 Ⅱ 特定秘密の指定等
１・２ （略） １・２ （略）
３ 指定手続 ３ 指定手続
(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）
(5) 特定秘密指定管理簿には、個々の特定秘密について、施行令第３条 (5) 特定秘密指定管理簿には、個々の特定秘密について、施行令第３条

第１号から第５号までに掲げる事項、指定の整理番号及び当該指定に 第１号から第５号までに掲げる事項、指定の整理番号及び当該指定に
係る特定秘密の保護に関する業務を管理する特定秘密管理者の官職を 係る特定秘密の保護に関する業務を管理する特定秘密管理者の官職を
一覧できるように記載し、又は記録するものとする。同条第３号の特 一覧できるように記載し、又は記録するものとする。同条第３号の特
定秘密の概要については、特定秘密として取り扱うことを要しないよ 定秘密の概要については、特定秘密として取り扱うことを要しないよ
う記述するものとするとともに、特定秘密である情報の特段の秘匿に う記述するものとするとともに、特定秘密である情報の特段の秘匿に
支障のない範囲内で、１(1)に定める事項の細目のいずれに該当する 支障のない範囲内で、１(1)に定める事項の細目のいずれに該当する
ものであるかなど、当該特定秘密が指定の要件を満たしているか否か ものであるかなど、当該特定秘密が指定の要件を満たしているか否か
が判別できるよう、具体的に記述するよう努めるものとする。なお、 が判別できるよう、具体的に記述するよう努めるものとする。なお、
記載し、又は記録した事項に変更があったときは、遅滞なく必要な変 記載事項に変更があったときは、遅滞なく必要な変更を加えなければ
更を加えなければならない。 ならない。

(6) （略） (6) （略）
４・５ （略） ４・５ （略）



６ 指定した特定秘密を適切に保護するための規程 ６ 指定した特定秘密を適切に保護するための規程
(1)・ (2) （略） (1)・ (2) （略）
(3) 規程には、緊急の事態における施行令第11条第１項第10号の廃棄に (3) 規程には、緊急の事態における施行令第11条第１項第10号の廃棄に

ついて、危機管理及び公文書の管理に万全を期するため、次に掲げる ついて、危機管理及び公文書の管理に万全を期するため、次に掲げる
事項その他必要な事項を定めるものとする。 事項その他必要な事項を定めるものとする。
・ 廃棄をする場合には、あらかじめ行政機関の長の承認を得ること ・ 廃棄をする場合には、あらかじめ行政機関の長の承認を得ること

。ただし、その手段がない場合又はそのいとまがない場合には、廃 。ただし、その手段がない場合又はそのいとまがない場合には、廃
棄後、速やかに行政機関の長に報告すること。 棄後、速やかに行政機関の長に報告すること。

・ 廃棄をした場合には、廃棄をした特定秘密文書等の概要、同号の ・ 廃棄をした場合には、廃棄をした特定秘密文書等の概要、同号の
要件に該当すると認めた理由及び廃棄に用いた方法を記載し、又は 要件に該当すると認めた理由及び廃棄に用いた方法を記載した書面
記録した書面又は電磁的記録を作成し、行政機関の長に報告するこ を作成し、行政機関の長に報告すること。
と。 ・ 上記の報告を受けた行政機関の長は、当該廃棄をした旨を内閣保

・ 上記の報告を受けた行政機関の長は、当該廃棄をした旨を内閣保 全監視委員会及び内閣府独立公文書管理監に報告すること。
全監視委員会及び内閣府独立公文書管理監に報告すること。

(4) （略） (4) （略）
７ 通知を書面の交付に代えて電磁的記録の電子情報処理組織を使用する （新規）

方法による提供で行う場合の必要な措置の実施
特定秘密管理者は、行政機関の長の命を受けて、特定秘密保護法第３

条第２項第２号の規定による通知を電磁的記録の電子情報処理組織を使
用する方法による提供で行う場合、当該通知の相手方が通知内容を確実
に確認し、これに基づき適確な保護措置が講じられることを担保するた
め、電子メールの開封確認機能を利用し通知の相手方の電子メール開封
を確認すること、通知の相手方に通知内容を確認した旨の折り返しの連
絡を求めることその他の必要な措置を講ずるものとする。

また、特定秘密管理者及び警察本部長は、特定秘密保護法第３条第２
項第２号の規定による通知以外の通知（施行令第７条第１項第２号、第
８条第１号、第10条第１項第２号、第11条第３項、第12条第１項、第15
条、第16条に規定する通知をいう。）を書面の交付に代えて電磁的記録
の電子情報処理組織を使用する方法による提供で行う場合にも必要な措
置を講ずるものとする。

さらに、契約に基づき適合事業者に特定秘密を保有させ、又は提供す
る行政機関の長は、当該適合事業者に対し、当該適合事業者が書面の交
付に代えて電磁的記録の電子情報処理組織を使用する方法による提供で
通知を行う場合には必要な措置を講ずるよう求めるものとする。

Ⅲ 特定秘密の指定の有効期間の満了、延長、解除等 Ⅲ 特定秘密の指定の有効期間の満了、延長、解除等
（略） （略）

Ⅳ 適性評価の実施 Ⅳ 適性評価の実施
１ 適性評価の実施に当たっての基本的な考え方 １ 適性評価の実施に当たっての基本的な考え方
(1) プライバシーの保護 (1) プライバシーの保護



適性評価は、評価対象者やその家族等のプライバシーに関わるもの 適性評価は、評価対象者やその家族等のプライバシーに関わるもの
であることから、そのプライバシーの保護に十分に配慮しなければな であることから、そのプライバシーの保護に十分に配慮しなければな
らない。したがって、評価対象者の選定に当たっては、過不足なく必 らない。したがって、評価対象者の選定に当たっては、過不足なく必
要な者に範囲を限って行うようにしなければならない。また、適合事 要な者に範囲を限って行うようにしなければならない。また、適合事
業者の従業者は行政機関の職員と異なる立場にあること等を考慮し、 業者の従業者は行政機関の職員と異なる立場にあること等を考慮し、
適性評価の実施に当たっては、適性評価について分かりやすい説明を 適性評価の実施に当たっては、適性評価について分かりやすい説明を
行い、その実施についてよく理解を得なければならない。 行い、その実施についてよく理解を得なければならない。

評価対象者等が記載し、又は記録した適性評価に関する文書等は、
高い情報セキュリティ対策が必要な個人情報を含むことから、これら
の受渡しについては、適切な情報セキュリティ対策を講ずるものとす
る。

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略）
２ 実施体制 ２ 実施体制
(1)～(3) （略） (1)～(3) （略）
(4) 留意事項 (4) 留意事項

適合事業者の従業者の適性評価を実施するに当たり、当該適合事業 適合事業者の従業者の適性評価を実施するに当たり、当該適合事業
者に対し、評価対象者との間の書類（電磁的記録を含む。以下同じ。 者に対し、評価対象者との間の書類の受渡しその他の連絡の取次ぎを
）の受渡しその他の連絡の取次ぎを依頼することは差し支えないが、 依頼することは差し支えないが、適合事業者が取次ぎを行う際には、
適合事業者が取次ぎを行う際には、評価対象者が記載し、又は記録し 評価対象者が記載した書類の内容等適合事業者に通知することとされ
た書類の内容等適合事業者に通知することとされていない情報が当該 ていない情報が当該適合事業者の知るところとならないようにしなけ
適合事業者の知るところとならないようにしなければならない。 ればならない。

３ 評価対象者の選定 ３ 評価対象者の選定
（略） （略）

４ 適性評価の実施についての告知と同意 ４ 適性評価の実施についての告知と同意
(1) 評価対象者に対する告知 (1) 評価対象者に対する告知

特定秘密保護法第12条第３項の告知は、評価対象者に別添１の「適 特定秘密保護法第12条第３項の告知は、評価対象者に別添１の「適
性評価の実施に当たってのお知らせ（告知書）」の交付（当該告知書 性評価の実施に当たってのお知らせ（告知書）」を交付することによ
の作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合にあっては、当該 り行うものとする。
電磁的記録の電子情報処理組織を使用する方法による提供）により行
うものとする。

(2) 同意の手続 (2) 同意の手続
ア 特定秘密保護法第12条第３項の同意は、評価対象者が必要事項を記 ア 特定秘密保護法第12条第３項の同意は、評価対象者が必要事項を記

載し、又は記録した別添２－１の「適性評価の実施についての同意書 載した別添２－１の「適性評価の実施についての同意書」及び別添２
」（当該同意書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下 －２の「公務所又は公私の団体への照会等についての同意書」（以下
同じ。）及び別添２－２の「公務所又は公私の団体への照会等につい これらを「同意書」という。）の提出を受けることにより得るものと
ての同意書」（当該同意書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を する。
含む。以下同じ。）（以下これらを「同意書」という。）の提出を受
けることにより得るものとする。

イ （略） イ （略）
ウ 特定秘密保護法第13条第４項の理由の通知を希望しない旨の申出は ウ 特定秘密保護法第13条第４項の理由の通知を希望しない旨の申出は

、評価対象者が別添２－１の「適性評価の実施についての同意書」に 、評価対象者が別添２－１の「適性評価の実施についての同意書」に



必要事項を記載し、又は記録することにより行うものとする。なお、 必要事項を記載することにより行うものとする。なお、理由の通知に
理由の通知についての希望は、適性評価の結果の通知が行われるまで ついての希望は、適性評価の結果の通知が行われるまでの間、氏名、
の間、氏名、生年月日、所属する部署、役職名及び連絡先並びに変更 生年月日、所属する部署、役職名及び連絡先並びに変更を希望する旨
を希望する旨を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を適性評価 を記載し、自署又は記名押印した書面を適性評価実施担当者に提出す
実施担当者に提出することにより変更することができるものとする。 ることにより変更することができるものとする。

(3) 不同意の場合の措置 (3) 不同意の場合の措置
ア 適性評価実施担当者は、評価対象者が別添３の「適性評価の実施に ア 適性評価実施担当者は、評価対象者が別添３の「適性評価の実施に

ついての不同意書」（当該不同意書に記載すべき事項を記録した電磁 ついての不同意書」を提出するなど、同意をしなかったときは、その
的記録を含む。）を提出するなど、同意をしなかったときは、その旨 旨を適性評価実施責任者を経て行政機関の長に報告する。
を適性評価実施責任者を経て行政機関の長に報告する。

イ （略） イ （略）
ウ 特定秘密管理者は、適合事業者の従業者についてイの通知を受けた ウ 特定秘密管理者は、適合事業者の従業者についてイの通知を受けた

ときは、当該適合事業者に対し、当該従業者の同意を得られなかった ときは、当該適合事業者に対し、当該従業者の同意を得られなかった
ことにより適性評価を実施しなかった旨を別添９－２の「適性評価結 ことにより適性評価を実施しなかった旨を別添９－２の「適性評価結
果等通知書（適合事業者用）」（当該通知書に記載すべき事項を記録 果等通知書（適合事業者用）」により通知する。
した電磁的記録を含む。以下同じ。）により通知する。

エ （略） エ （略）
(4) 同意の取下げ (4) 同意の取下げ
ア 特定秘密保護法第12条第３項の同意は、同意書を提出した後から適 ア 特定秘密保護法第12条第３項の同意は、同意書を提出した後から適

性評価の結果が通知されるまでの間、別添４の「適性評価の実施につ 性評価の結果が通知されるまでの間、別添４の「適性評価の実施につ
いての同意の取下書」（当該同意の取下書に記載すべき事項を記録し いての同意の取下書」（以下「同意の取下書」という。）の提出によ
た電磁的記録を含む。以下「同意の取下書」という。）の提出により り取り下げることができるものとする。
取り下げることができるものとする。

イ～エ （略） イ～エ （略）
５ 調査の実施 ５ 調査の実施
(1) 評価対象者による質問票の記載又は記録と提出 (1) 評価対象者による質問票の記載と提出
ア 適性評価実施担当者は、適性評価の実施に同意した評価対象者に対 ア 適性評価実施担当者は、適性評価の実施に同意した評価対象者に対

し、必要事項を記載し、又は記録した別添５の「質問票（適性評価） し、必要事項を記載した別添５の「質問票（適性評価）」（以下「質
」（当該質問票に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下 問票」という。）の提出を求めるものとする。
「質問票」という。）の提出を求めるものとする。 イ 適性評価実施担当者は、評価対象者に質問票の提出を求める際に、

イ 適性評価実施担当者は、評価対象者に質問票の提出を求める際に、 調査のため必要な範囲内において、旅券の写し等資料の提出を求める
調査のため必要な範囲内において、本人確認書類、旅券の写し等資料 ことができる。
の提出を求めることができる。

ウ 適性評価実施担当者は、質問票が具体的に、漏れなくかつ正確に記 ウ 適性評価実施担当者は、質問票が具体的に、漏れなくかつ正確に記
載又は記録されるよう、また、適性評価の結果が通知されるまでの間 載されるよう、また、適性評価の結果が通知されるまでの間に質問票
に質問票に記載し、又は記録した事項に変更が生じたときには速やか に記載した事項に変更が生じたときには速やかに申し出るよう、評価
に申し出るよう、評価対象者に求めるものとする。 対象者に求めるものとする。

(2) 上司等に対する質問等 (2) 上司等に対する質問等
ア 適性評価実施担当者は、評価対象者の上司、人事担当課の職員等の ア 適性評価実施担当者は、評価対象者の上司、人事担当課の職員等の

中から評価対象者の職務の遂行状況等についてよく知ると認める者を 中から評価対象者の職務の遂行状況等についてよく知ると認める者を
選定し、この者に対し、別添６の「調査票（適性評価）」（当該調査 選定し、この者に対し、別添６の「調査票（適性評価）」（以下「調



票に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下「調査票」と 査票」という。）の提出を求めるものとする。この場合において、当
いう。）の提出を求めるものとする。この場合において、当該上司等 該上司等は、評価対象者への質問とは別に当該調査が行われる趣旨を
は、評価対象者への質問とは別に当該調査が行われる趣旨を踏まえ、 踏まえ、調査票に記載すべき内容について評価対象者に確認してはな
調査票に記載し、又は記録すべき内容について評価対象者に確認して らない。
はならない。

イ アのほか、適性評価実施担当者は、質問票や調査票に記載又は記録 イ アのほか、適性評価実施担当者は、質問票や調査票に記載された事
された事項について疑問点が生じ、これを確認するなどの必要がある 項について疑問点が生じ、これを確認するなどの必要があるときは、
ときは、評価対象者の上司、同僚その他の知人（以下「関係者」とい 評価対象者の上司、同僚その他の知人（以下「関係者」という。）に
う。）に対し、評価対象者に関する質問を行うことができる。 対し、評価対象者に関する質問を行うことができる。

ウ・エ （略） ウ・エ （略）
(3) 人事管理情報等による確認 (3) 人事管理情報等による確認

適性評価実施担当者は、質問票に記載又は記録された事項等につい 適性評価実施担当者は、質問票に記載された事項等について疑問点
て疑問点が生じ、これを確認するなどの必要があるときは、当該行政 が生じ、これを確認するなどの必要があるときは、当該行政機関内の
機関内の部署、適合事業者、過去に評価対象者を雇用していた事業者 部署、適合事業者、過去に評価対象者を雇用していた事業者等に対し
等に対し、評価対象者に関する情報（以下「人事管理情報等」という 、評価対象者に関する情報（以下「人事管理情報等」という。）の報
。）の報告を求めることができる。 告を求めることができる。

(4) 評価対象者に対する面接等 (4) 評価対象者に対する面接等
適性評価実施担当者は、質問票に記載又は記録された事項等につい 適性評価実施担当者は、質問票に記載された事項等について疑問点

て疑問点が生じ、これを確認するなどの必要があるときは、評価対象 が生じ、これを確認するなどの必要があるときは、評価対象者本人に
者本人に対する面接を実施する。この場合において、評価対象者本人 対する面接を実施する。この場合において、評価対象者本人であるこ
であることを確認するため必要があるときは、身分証明書の提示を求 とを確認するため必要があるときは、身分証明書の提示を求めること
めることができる。 ができる。

また、評価対象者に質問した事項を確認するなどの必要があるとき また、評価対象者に質問した事項を確認するなどの必要があるとき
は、評価対象者に資料の提出を求めることができる。 は、評価対象者に資料の提出を求めることができる。

(5) 公務所又は公私の団体に対する照会 (5) 公務所又は公私の団体に対する照会
ア 適性評価実施担当者は、評価対象者について保有し、又は調査によ ア 適性評価実施担当者は、評価対象者について保有し、又は調査によ

り収集した情報のみによっては質問票に記載又は記録された事項等に り収集した情報のみによっては質問票に記載された事項等について疑
ついて疑問点が解消されず、これを確認するなどの必要があるときは 問点が解消されず、これを確認するなどの必要があるときは、公務所
、公務所又は公私の団体に照会して必要な報告を求めるものとする。 又は公私の団体に照会して必要な報告を求めるものとする。特に、行
特に、行政機関以外への照会については、調査のための補完的な措置 政機関以外への照会については、調査のための補完的な措置として、
として、必要最小限となるようにしなければならない。 必要最小限となるようにしなければならない。

イ 照会に当たっては、別添７の「適性評価のための照会書」（当該照 イ 照会に当たっては、別添７の「適性評価のための照会書」（以下「
会書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下「照会書」 照会書」という。）に公印を押印し、これを照会先に交付することに
という。）を照会先に交付することにより行うものとする。ただし、 より行うものとする。ただし、照会先において照会書の交付を要しな
照会先において照会書の交付を要しないとした場合は、この限りでな いとした場合は、この限りでない。
い。

ウ （略） ウ （略）
(6) 留意事項 (6) 留意事項
ア 調査は、質問票及び調査票に記載又は記録された事項について、必 ア 調査は、質問票及び調査票に記載された事項について、必要に応じ

要に応じ、人事管理情報等と照合するとともに、評価対象者に面接を 、人事管理情報等と照合するとともに、評価対象者に面接を実施する
実施するなどして、疑問点、矛盾点その他の事実を明らかにすべき事 などして、疑問点、矛盾点その他の事実を明らかにすべき事項がない



項がないかどうか確認することを基本とし、これにより疑問点が解消 かどうか確認することを基本とし、これにより疑問点が解消されない
されない場合等に、公務所等への照会を行うものとする。ただし、調 場合等に、公務所等への照会を行うものとする。ただし、調査を適切
査を適切に実施するため必要があるときは、これらの手続の順序を入 に実施するため必要があるときは、これらの手続の順序を入れ替えて
れ替えて実施することを妨げない。 実施することを妨げない。

イ （略） イ （略）
ウ 行政機関の長は、以下に掲げるときは、直ちに適性評価の手続を中 ウ 行政機関の長は、以下に掲げるときは、直ちに適性評価の手続を中

止する。この場合において、適性評価実施担当者は、評価対象者に対 止する。この場合において、適性評価実施担当者は、評価対象者に対
し、適性評価の手続を中止した旨を別添９－１の「適性評価結果等通 し、適性評価の手続を中止した旨を別添９－１の「適性評価結果等通
知書（本人用）」（当該通知書に記載すべき事項を記録した電磁的記 知書（本人用）」により通知するものとする。
録を含む。以下同じ。）により通知するものとする。
(ｱ) 評価対象者から４(4)アにより適性評価の実施についての同意の (ｱ) 評価対象者から４(4)アにより適性評価の実施についての同意の

取下げがあったとき 取下げがあったとき
(ｲ) 評価対象者が特定秘密の取扱いの業務を行うことが見込まれなく (ｲ) 評価対象者が特定秘密の取扱いの業務を行うことが見込まれなく

なったとき なったとき
６ 評価 ６ 評価

（略） （略）
７ 結果等の通知 ７ 結果等の通知
(1) 評価対象者への結果及び理由の通知 (1) 評価対象者への結果及び理由の通知
ア～ウ （略） ア～ウ （略）
エ 適性評価実施担当者は、アにより結果を通知する際に、評価対象者 エ 適性評価実施担当者は、アにより結果を通知する際に、評価対象者

が特定秘密の取扱いの業務を行うに当たり、特定秘密の保護のための が特定秘密の取扱いの業務を行うに当たり、特定秘密の保護のための
法令及び関係規程を遵守し、特定秘密の保護に努め、これを漏らさな 法令及び関係規程を遵守し、特定秘密の保護に努め、これを漏らさな
いことを誓約することを明らかにするとともに、９(1)アに掲げる事 いことを誓約することを明らかにするとともに、９(1)アに掲げる事
情が生じた場合に速やかに特定秘密管理者に申し出ること、評価対象 情が生じた場合に速やかに特定秘密管理者に申し出ること、評価対象
者が適合事業者の従業者である場合に適合事業者が当該評価対象者に 者が適合事業者の従業者である場合に適合事業者が当該評価対象者に
ついて９(1)アに掲げる事情があると認めるときにこれを特定秘密管 ついて９(1)アに掲げる事情があると認めるときにこれを特定秘密管
理者に報告すること等について確認することを明らかにするため、評 理者に報告すること等について確認することを明らかにするため、評
価対象者から別添10の「特定秘密の保護に関する誓約書」（当該誓約 価対象者から別添10の「特定秘密の保護に関する誓約書」（以下「誓
書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下「誓約書」と 約書」という。）を徴するものとする。
いう。）を徴するものとする。

(2) 特定秘密管理者等への結果の通知 (2) 特定秘密管理者等への結果の通知
（略） （略）

８ 苦情の申出とその処理 ８ 苦情の申出とその処理
(1) 苦情の処理のための体制 (1) 苦情の処理のための体制

（略） （略）
(2) 苦情の申出 (2) 苦情の申出

苦情の申出は、適性評価の結果の通知を受けた評価対象者が、その 苦情の申出は、適性評価の結果の通知を受けた評価対象者が、その
氏名、生年月日、所属する部署、役職名及び連絡先並びに具体的な苦 氏名、生年月日、所属する部署、役職名及び連絡先並びに具体的な苦
情の内容を明らかにし、苦情受理窓口に提出することにより行うもの 情の内容を記載し、自署又は記名押印した書面を苦情受理窓口に提出
とする。 することにより行うものとする。

(3) 苦情の処理の手続 (3) 苦情の処理の手続



（略） （略）
(4) 苦情処理結果の通知 (4) 苦情処理結果の通知
ア 苦情処理担当者は、(3)エに掲げる行政機関の長の承認を得た後、 ア 苦情処理担当者は、(3)エに掲げる行政機関の長の承認を得た後、

苦情申出者に対し、別添11の「苦情処理結果通知書」（当該通知書に 苦情申出者に対し、別添11の「苦情処理結果通知書」により、苦情に
記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。）により、苦情につい ついての処理の結果を通知する。
ての処理の結果を通知する。

イ～カ （略） イ～カ （略）
(5) 留意事項等 (5) 留意事項等

（略） （略）
９ 適性評価実施後の措置 ９ 適性評価実施後の措置

（略） （略）
10 適性評価に関する個人情報等の管理 10 適性評価に関する個人情報等の管理
(1) 適性評価に関する文書等の管理 (1) 適性評価に関する文書等の管理

（略） （略）
(2) 行政機関における個人情報等の管理 (2) 行政機関における個人情報等の管理
ア （略） ア （略）
イ 適性評価に関する文書等に含まれる個人情報の管理については、行 イ 適性評価に関する文書等に含まれる個人情報の管理については、行

政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58 政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第58
号）及び同法第６条の規定に基づき各行政機関が定める個人情報の 号）及び同法第６条の規定に基づき各行政機関が定める個人情報の
適切な管理のための規程による。また、個人情報を保護するための 適切な管理のための規程による。
情報セキュリティ対策については、サイバーセキュリティ戦略本部
等が定める「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準
群」に基づき、適切に行う。

ウ 適性評価実施責任者は、評価対象者に対し、特定秘密保護法第13条 ウ 適性評価実施責任者は、評価対象者に対し、特定秘密保護法第13
第１項の規定による適性評価の結果を通知した日又は評価対象者に対 条第１項の規定による適性評価の結果を通知した日又は評価対象者
し、適性評価の手続を中止する旨通知した日のいずれかに属する年度 に対し、適性評価の手続を中止する旨通知した日のいずれかに属す
の翌年度の４月１日から起算して５年が経過するまでの期間、適性評 る年度の翌年度の４月１日から起算して５年が経過するまでの期間
価の実施に当たって作成又は取得した文書等を保存するものとする。 、適性評価の実施に当たって作成又は取得した文書等を保存するも
ただし、評価対象者から適性評価の実施についての不同意書又は同意 のとする。ただし、評価対象者から適性評価の実施についての不同意
の取下書が提出された場合の適性評価の実施に当たって作成又は取得 書又は同意の取下書が提出された場合の適性評価の実施に当たって作
した文書等の保存期間については、当該書面（当該書面に記載すべき 成又は取得した文書等の保存期間については、当該書面が提出された
事項を記録した電磁的記録を含む。）が提出された日の属する年度の 日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して３年間とする。
翌年度の４月１日から起算して３年間とする。

エ～カ （略） エ～カ （略）
(3)・(4) （略） (3)・(4) （略）

11 研修 11 研修
（略） （略）

12 適性評価の実施に関する関係行政機関の協力 12 適性評価の実施に関する関係行政機関の協力
関係行政機関の長は、評価対象者についての照会があった場合に必要 関係行政機関の長は、評価対象者についての照会があった場合に必要

な事項の報告を行い、また、出向又は併任（以下「出向等」という。） な事項の報告を行い、また、出向又は併任（以下「出向等」という。）
により他の行政機関において勤務することとなった職員の適性評価の実 により他の行政機関において勤務することとなった職員の適性評価の実



施に当たって必要な情報提供を行うなど、適性評価の実施のために相互 施に当たって必要な情報提供を行うなど、適性評価の実施のために相互
に協力するものとする。関係行政機関の長による相互協力により、出向 に協力するものとする。関係行政機関の長による相互協力により、出向
等先の適性評価を実施する行政機関の長が、出向等元の行政機関の長に 等先の適性評価を実施する行政機関の長が、出向等元の行政機関の長に
対し、出向等により特定秘密の取扱いの業務を新たに行うことが見込ま 対し、出向等により特定秘密の取扱いの業務を新たに行うことが見込ま
れることとなった職員に係る過去に実施した適性評価の際に記載又は記 れることとなった職員に係る過去に実施した適性評価の際に記入させた
録された質問票や調査票、これらに係る回答内容その他の過去に実施し 質問票や調査票、これらに係る回答内容その他の過去に実施した適性評
た適性評価の過程で得た情報の提供を求める場合には、出向等先の適性 価の過程で得た情報の提供を求める場合には、出向等先の適性評価を実
評価を実施する行政機関の長において、評価対象者からあらかじめ上記 施する行政機関の長において、評価対象者からあらかじめ上記４(2)ア
４(2)アの同意書の提出を受けるものとする。 の同意書の提出を受けるものとする。

なお、行政機関の長は、適性評価の判断に当たって、関係行政機関の なお、行政機関の長は、適性評価の判断に当たって、関係行政機関の
長が過去に実施した適性評価の過程で得た情報を活用することができる 長が過去に実施した適性評価の過程で得た情報を活用することができる
が、自らの事務として適切に調査を行った上で、上記６に基づき、総合 が、自らの事務として適切に調査を行った上で、上記６に基づき、総合
的に判断するものとする。 的に判断するものとする。

また、行政機関の長は、他の行政機関の職員及び他の行政機関が契約 また、行政機関の長は、他の行政機関の職員及び他の行政機関が契約
する適合事業者の従業者についての適性評価の調査を代行してはならな する適合事業者の従業者についての適性評価の調査を代行してはならな
い。 い。

13 警察本部長による適性評価 13 警察本部長による適性評価
（略） （略）

Ⅴ 特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施の適正を確保する Ⅴ 特定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施の適正を確保する
ための措置等 ための措置等

１～３ （略） １～３ （略）
４ 特定秘密の指定及びその解除並びに特定行政文書ファイル等の管理の ４ 特定秘密の指定及びその解除並びに特定行政文書ファイル等の管理の

適正に関する通報 適正に関する通報
(1) 通報の処理の枠組み (1) 通報の処理の枠組み

（略） （略）
(2) 通報の処理 (2) 通報の処理
ア 行政機関に対する通報 ア 行政機関に対する通報
(ｱ) 取扱業務者等は、特定秘密の指定及びその解除又は特定行政文書 (ｱ) 取扱業務者等は、特定秘密の指定及びその解除又は特定行政文書

ファイル等の管理が特定秘密保護法等に従って行われていないと思 ファイル等の管理が特定秘密保護法等に従って行われていないと思
料するときは、当該特定秘密の指定及びその解除又は当該特定行政 料するときは、当該特定秘密の指定及びその解除又は当該特定行政
文書ファイル等の管理に係る行政機関の通報窓口に対し、その旨の 文書ファイル等の管理に係る行政機関の通報窓口に対し、その旨の
通報をすることができる。この場合において、取扱業務者等は、特 通報をすることができる。この場合において、取扱業務者等は、特
定秘密指定管理簿に記載又は記録された特定秘密の概要や特定秘密 定秘密指定管理簿に記述された特定秘密の概要や特定秘密が記録さ
が記録された文書の番号を用いるなどし、特定秘密を漏らしてはな れた文書の番号を用いるなどし、特定秘密を漏らしてはならない。
らない。

(ｲ)～(ｶ) （略） (ｲ)～(ｶ) （略）
イ 内閣府独立公文書管理監に対する通報 イ 内閣府独立公文書管理監に対する通報
(ｱ) 取扱業務者等は、特定秘密の指定及びその解除又は特定行政文書 (ｱ) 取扱業務者等は、特定秘密の指定及びその解除又は特定行政文書

ファイル等の管理が特定秘密保護法等に従って行われていないと思 ファイル等の管理が特定秘密保護法等に従って行われていないと思
料するときは、内閣府独立公文書管理監の通報窓口に対し、その旨 料するときは、内閣府独立公文書管理監の通報窓口に対し、その旨



の通報をすることができる。この場合において、取扱業務者等は、 の通報をすることができる。この場合において、取扱業務者等は、
特定秘密指定管理簿に記載又は記録された特定秘密の概要や特定秘 特定秘密指定管理簿に記述された特定秘密の概要や特定秘密が記録
密が記録された文書の番号を用いるなどし、特定秘密を漏らしては された文書の番号を用いるなどし、特定秘密を漏らしてはならない
ならない。 。

(ｲ)～(ｹ) （略） (ｲ)～(ｹ) （略）
(3) 通報者の保護等 (3) 通報者の保護等

（略） （略）
５・６ （略） ５・６ （略）

Ⅵ・Ⅶ （略） Ⅵ・Ⅶ （略）













○特定秘密の保護に関する法律（平成25年法律第108号）（抄） （略） ○特定秘密の保護に関する法律（平成25年法律第108号）（抄） （略）















１ 基本事項～10 その他適性評価のために必要な情報 （略） １ 基本事項～10 その他適性評価のために必要な情報 （略）











（参考） （参考）

○特定秘密の保護に関する法律（平成25年法律第108号）（抄） （略） ○特定秘密の保護に関する法律（平成25年法律第108号）（抄） （略）
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